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事業の一部譲渡に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成23年12月28日開催の取締役会において、平成23年11月29日付で公表した「事業の一部譲渡に向

けた基本合意に関するお知らせ」のとおり、当社が手掛けるソフトウェア開発関連事業の一部を平成24年2月1日

付にて株式会社デジタルデザインに事業譲渡することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

1．事業譲渡の理由 

当社は、創業からこれまで様々な業種・業態向けの業務用アプリケーション・ソフトウェアの開発業務を中心に、

「画像解析ソリューション」、「動画ソリューション」、「データマネジメントソリューション」、「中古車関連ソリュー

ション」とその周辺サービスなどのソフトウェア開発関連事業に取り組んでまいりました。 

今回対象となっている「画像解析ソリューション」、「動画ソリューション」、「データマネジメントソリューション」

とその周辺サービス（以下、これらのソリューションやサービスをまとめて「譲渡対象事業」という）については、

当社の創業時からのコア商材の一部であったものの、現在では中古車関連事業者をターゲットとした業務アプリケー

ション製品およびその周辺サービス（以下、「中古車関連ソリューション」という）の提供が堅調に推移し、業績面

でもソフトウェア開発関連事業の売上高に占める割合が増加し、その中核を担うまでになりました。 

一方、譲渡対象事業においては、昨今の景気の悪化と営業力の不足を補う施策が不十分であったこと、さらに製品

開発のための積極的な投資ができなかったことなどにより低迷が続いており、限られた人的・資金的経営資源の中で、

譲渡対象事業を継続するためには、引き続き人員と開発資金の維持確保が必要になっておりました。 

こうした中、平成23年6月30日付で公表した「株式会社デジタルデザインとの業務提携に関するお知らせ」のと

おり、両社の有する技術開発力、販売網、営業力を共有することをはじめ、双方の強みをより一層活かすことによる

相互補完を目的として株式会社デジタルデザインと業務提携を行い、継続的な事業発展の実現に向けた施策の検討・

実施に努めてまいりました結果、当社は、収益基盤回復に向け差別化できる分野の選択と集中に重点を置き、「中古

車関連ソリューション」を当社のコンピタンスと位置づけるという判断のもと、平成23年11月29日付で公表した

「事業の一部譲渡に向けた基本合意に関するお知らせ」のとおり、譲渡対象事業を株式会社デジタルデザインに事業

譲渡することについての基本合意契約締結に至りました。 

上記基本合意契約の締結に伴い、譲渡対象事業における取引先様や主要な株主様を対象として、事業譲渡にかかる



 
基本合意に至った経緯をはじめ、事業譲渡後の取引内容や取引体制などの説明を行い、順調にその内諾や理解を得ら

れている状況を鑑み、上記基本合意契約で予定しているとおり平成24年2月1日付で譲渡対象事業を株式会社デジタ

ルデザインに事業譲渡することといたしました。 

当社は、本事業譲渡により財務体質を強化するとともに、今後、これまでのソフトウェア開発関連事業で培った経営資

源を「中古車関連ソリューション」に集中させ、業務アプリケーション製品およびその周辺サービスの提供に極的に

取り組むことにより、業容のさらなる拡大を図ってまいります。 

なお、「中古車関連ソリューション」の主力製品である中古車流通・販売サービス事業者向け中古車検査システム「IES

（Inspection Expert System）」の拡販を重点課題とし、バージョンアップによる機能強化・品質向上と顧客ニーズに

合わせた製品ラインアップの充実をはじめ、製品販売・サポート体制の強化に向けた戦略的なアライアンスパートナ

ーシップの構築を推進してまいります。また、同分野におけるタブレット端末（iPad/Android）アプリケーション製

品の新規投入や製品の導入・活用を促進させる効果的なパッケージサービスの開発・提供等による市場シェア拡大と

新規顧客の獲得への取り組みにも注力していくことで、今後における長期的かつ安定的な収益確保の実現と、更なる企

業価値の向上を目指します。 

 

2．事業譲渡の概要 

（1）譲渡対象事業の内容 

譲渡対象事業における資産及び負債並びに開発、営業権 

 

（2）譲渡対象事業の平成23 年3 月期における経営成績 

 譲渡対象事業部門（a） 平成23年3月期連結実績（b）※ 比 率（a/b） 

売 上 高 237,882千円 576,438千円 41.2％ 

売 上 総 利 益 137,751 千円 242,013千円 56.9％ 

※当社は平成23 年9 月1 日付で当社の 100%出資連結子会社の株式会社ディーシースクエアを吸収合併したため、平成

24 年3 月期は非連結となっております。 

 

（3）譲渡する資産、負債の項目及び金額（平成23 年10 月31 日現在） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他資産 

18,127千円

17,593千円

242千円

17,172千円

178千円

流 動 負 債 

固 定 負 債 

10,555千円

1,212千円

合  計 35,720千円 合  計 11,767千円

 



 
（4）譲渡価額及び決済方法 

譲渡価額 ：25,000 千円（予定） 

 なお、譲渡価額については譲渡日前日における譲渡対象資産・負債の簿価価額をベースに決定する

予定です。 

決済方法 ：現金決済 

  

3．事業譲渡先の概要 

①名称 株式会社デジタルデザイン 

②所在地 大阪府大阪市北区西天満四丁目11 番22 号 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 寺井 和彦 

④事業内容 （1） BT 事業 
（2） リアルエステート事業 

⑤資本金 11 億19 百万円 

⑥設立年月日 平成8 年2 月6 日 

⑦従業員数 23 人 

⑧大株主及び持株比率 

寺井 和彦               54.44％ 
熊倉 次郎               2.78％ 
デジタルデザイン役員持株会    2.26％ 
山下 博                 1.20％ 
松山 恭幸               0.78％ 
鍵谷 文勇               0.69％ 
大野 栄治               0.54％ 
奥出 清                 0.53％ 
山内 孝浩               0.49％ 
又吉 光邦                    0.44％ 

資本関係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 

取引関係 

当社と当該会社との間で、平成 21 年 8 月 6 日付で、当社の動

画共有ソフト「Corporate CAST（コーポレートキャスト）」に関する

非独占的な販売代理店契約及び、平成23年6月30日付で「業

務提携契約」、平成23 年7 月1 日付で「業務委託契約」を締結

しております。 
また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関

係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

人的関係 

上記取引関係に記載の「業務提携契約」に伴い、平成 23 年 7
月 1 日付で、「出向契約」を締結しております（当社から当該会

社へ、平成23 年7 月31 日現在9 名が出向しております）。 
また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関

係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

⑨上場会社と 
当該会社との間の関係 

関連当事者へ

の該当状況 該当事項はありません。 

⑩当該会社の最近3 年間の連結純資産及び連結総資産 
決算期 平成21 年1 月期 平成22 年1 月期 平成23 年1 月期 

連結純資産 1,767,617 千円 839,331 千円 1,442,013 千円 
連結総資産 1,813,321 千円 1,698,095 千円 1,472,586 千円 

※上記の情報については、いずれも平成23 年7 月31 日現在の資料によるものです。 



 
4．日程 

（1） 取 締 役 会 決 議 平成23年12月28日 

（2） 事 業 譲 渡 契 約 締 結 平成23年12月28日 

（3） 事 業 譲 渡 期 日 平成24年2月1日 

  ※本事業譲渡は簡易事業譲渡による手続きを予定しております。 

 

5．会計処理の概要   

   特記すべき事項はありません。 

   

6．今後の見通し   

  本事業譲渡が業績に与える影響につきましては、現在における譲渡価額が予定額となっており、最終的な譲渡価額につ

いて譲渡日前日における譲渡対象資産・負債の簿価価額をベースに決定することから、その内容が確定次第、速やかに公表

いたします。 

 

 

以上 


